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本州四国連絡高速道路株式会社

本四道路を使用した企業の生産活動の大きさについて

（１）背景と目的

本四道路は、それまで船や航空機でしか行けなかったところを、身近な自動車

で行けるようにしたという点で世界的にもあまり例のない道路です。本四会社で

は、前身の本四公団の時代から、この道路がどのように使われ、社会にどのよう

な影響をおよぼしているかを多くの事例などにより調べて、ホームページなどで

公表してきました。このほど、これらの調査につづき、本四道路を使った生産活

動がどの程度の大きさ（金額）となるのか調べるため、調査を行いましたので、

その結果についてお知らせします。

この調査のとりまとめにあたっては、本四会社と産学連携協定を結んでいる神

戸大学の先生方（別紙参照）のご指導をいただきました。

（２）調査の内容

・生産活動の中で本四道路を使った輸送を行っている可能性の高い企業から、生

産額とその生産に必要であった本州四国間の貨物車による輸送回数を聞き取

ることにより、本四道路を使う貨物車 1台あたりいくらくらいの生産活動に関

わっているかを調べました。

本四道路を利用する生産活動の大きさを企業へのアンケートにより直接計測す

る調査を実施しましたので、その結果について報告します。



・生産活動の大きさは、企業の製品出荷額と原材料使用額を聞いてその差をとる

ことにより、GDP と同じ総生産ベースの「付加価値額」を使って評価しました。

・調査はアンケート方式で実施しました。アンケートの対象は、瀬戸内沿岸の 8

つの府県（大阪、兵庫、岡山、広島、徳島、香川、愛媛、高知）に立地する 1,050

の製造業関係の事業所を選んで行い、204 の事業所から回答をいただきました。

（３）調査の結果

・本四道路（本州四国間）を使う貨物車 1台あたりの付加価値額は 2.1 百万円／

台と推計されました。

・本四道路（本州四国間）の貨物車の交通量（253 万台／年（平成 17 年度））を

1 台あたりの付加価値額にかけると、本四道路全体で約 5.2 兆円／年※となり

ました。

・本州四国間の貨物車交通量は本四道路開通以前（昭和 59 年度）と比べると平

成 17 年度には、1.52 倍に伸びています。この増加分の交通量に 1 台当たりの

付加価値をかけると、開通以前に比べて約 1.8 兆円／年の増加となります。

・本州四国間の貨物車交通量（中型・大型・特大車の直通交通量）は近年 2.2％

／年の割合で増加しており、それに伴って付加価値額も増加しているものと思

われます。

※この 5.2 兆円は四国のみならず全国合計の数字ですが、比較のため四国各県の

県内総生産額の合計をお示しすると、平成 17 年度で約 13.7 兆円(名目)でした。
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（２）調査の概要

本四道路を原材料の調達や製品の出荷などに用いる本四間の貨物輸送につい

て調査するためには、調査対象となる事業所を的確に選定する必要があります。

本四道路を利用する車両のナンバープレートを見ると、その 8割以上が瀬戸内

沿岸の関係 8府県（大阪、兵庫、岡山、広島、徳島、香川、愛媛、高知）に属し

ていることから、調査の対象は、この地域に立地する事業所としました。

また、本四間の物流センサスによれば製造業に関わる本四間の流動の発件数と

着件数の比率は概ね 7：3となっており、これを本州四国別に分類し、8府県のそ

れぞれの発着シェアにより調査対象事業所数を設定しました。

なお、各県別の具体の事業所の選定は、各府県毎の物流センサスにおける品目

別件数の多い製造業内の各業種の順とし、売上高の大きい事業所から順に調査対

象の候補としました。

以上により約 1,600 の事業所を候補として選出し、これらの事業所について各

府県の産業技術センター等にヒヤリングを行ったうえで入・出荷で本四道路を利

用する可能性の高い 1,050 事業所を選定し、これらに対しアンケ－ト調査を実施

しました。

【調査方法】

アンケート調査（郵送配布・郵送回答を基本）

【調査対象地域】

本四関連 8府県

（大阪府，兵庫県，岡山県，広島県，香川県，愛媛県，徳島県，高知県）

【調査対象者】

上記地域に立地する製造業事業所：1,050 サンプル

【計測指標（付加価値）の定義、対象】

発着分類 流動件数 割合 サンプル数
着産業 92,889 29% 464
発産業 230,726 71% 1,136

配布数
大 阪 府 111 11%
兵 庫 県 53 5%
岡 山 県 48 5%
広 島 県 143 14%
徳 島 県 127 12%
香 川 県 230 22%
愛 媛 県 265 25%
高 知 県 73 7%

合 計 1,050 100% 100%

34%

66%

シェア





単価 本四間物流件数 統合単価

入荷 3.15 29%

出荷 1.61 71%
2.06

の比率）で統合した貨物車 1台当たりの付加価値額は、2.1 百万円/台。

【本四間直通貨物車交通量の推計】

平成 17 年度の橋上断面交通量と道路交通センサスより車種別交通量を推計

し、直通／断面交通量比率を乗じて本四間の普通貨物車の直通交通量を求めま

した。

推計した貨物車の直通交通量は 2,990,955 台／年ですが、空荷で走っている

貨物車分を除くためこれに実車率（84.6%）を考慮すると、本四間の載貨ベース

の普通貨物車の直通交通量は 2,531,123 台／年となります。

【本四道路が担う経済活動の大きさ】

貨物車１台当たりの付加価値額に、実車ベースの本四間直通貨物車交通量を

乗じて本四道路が関わる経済活動の大きさを推計すると、その大きさは約 5.2

兆円／年となります。また、本四道路供用前後の貨物車交通量の伸びは 1.52

倍となっていることから、交通量の増分に応じた付加価値額の増分は約 1.79

兆円／年に上ると推計されます。

本四道路が関わる貨物流動の
付加価値額の年間総額

交通量の増分に応じた
付加価値額の増分

約5.20兆円/年 約1.79兆円/年

（2.1百万円/台×253万台/年） 5.20兆円/年×（0.52/1.52）

橋上断面交通量
[13,596,116台]

橋上断面普通
貨物車交通量
[3,887,847台]

本四間直通普通
貨物車交通量
[2,990,955台]

本四間直通普通
貨物車交通量

（実車）
[2,531 ,123台]

H17年度本四道路

交通量実績

車種別比率

（H17道路交通センサス）

直通／断面交通量比率

（H17年度実績）

実車比率

（H17道路交通センサス）

本四間直通交通量の推計フロー図



【調査結果に関する留意事項】

１．直接の調査対象は、調査の容易性等を勘案して製造業の事業所としていま

すが、1台あたり付加価値額を貨物車数で拡大する際には製造業関係以外

の車両も含め全車数としています。これを製造業関係のみに限定すると、

本四間直通貨物車台数は 253 万台から 187 万台となって、製造業関係のみ

の付加価値額は 3.72 兆円となります。

２．1台あたり付加価値額は、貨物車 1台によって輸送される貨物が影響を及

ぼす企業活動の付加価値額を示しています。

３．1台あたり付加価値額は、調査対象事業所の回答の平均値を用いています

が、この集計にあたり各種の仮定を用いて、その下限と上限を想定し、上

記１の3.72兆円に対応する計数を求めると3.0兆円から4.1兆円となりま

す。また、地域間産業連関表を用い本四間輸送のうち陸上輸送が関わる比

率を想定して、その付加価値を求めると上記の 3.72 兆円に対して 4.1 兆円

が得られ、いずれも大きな乖離はみられないことを確認しています。

４．今回の調査は、貨物車のみを対象としているため、乗用車のみを用いる経

済活動（観光業など）については含まれていません。

５．本州四国間の貨物車交通量増加に伴う付加価値額の増加は、1台あたり付

加価値額が減少してないことを前提にしています。




